平成2４年度　第2回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成2４年６月2１日（木）　１０時～１２時

場　　所　大阪赤十字会館　３０２会議室
出席委員　星野委員長・上岡委員・多々納委員・土居委員・水谷委員
議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）審議対象事業について

　◆[委員長]
　　本日は、前回の事務局からの概要説明後、ご質問をいただいていた3件事業についての追加説明と、費用便益比の考え方について説明していただいた後に、審議を行いたい。その後、道路事業５件の概要を説明いただき、時間が許す限り審議を進めていきたい。
まず、事務局から本日の資料について説明をお願いしたい。
⇒[事務局]

・資料１「審議案件概要及び事務局確認内容」については変更なし。
・資料２「追加説明資料」は、前回の会議でのご質問に対する説明資料と道路の事業概要説明にあたっての補足資料。
・また、府民意見の募集と意見陳述募集については6月20日から募集開始しており、7月20日が締め切りとなっている。
◆［委員長］
　　それでは、泉佐野東羽倉崎住宅について、前回、ご質問いただいた「一部住宅の撤去費用」について、住宅まちづくり部からご説明をお願いしたい。

⇒［住宅まちづくり部］

・撤去戸数は６棟、144戸。撤去に係る事業費は約１．１億円。
・内訳は、設計等に係る調査費が約466万円、工事費が約1.03億円となっている。
・撤去については、府営住宅の建替事業とは切り離し、別事業とさせていただいているので、調書の費用には記載していない。

◆［委員長］
　　　特にご質問等ないようなので、次に、費用便益比について説明をお願いしたい。前回、連続立体交差事業では費用便益比の算出において交通事故減少便益を出しているのに、なぜ交通安全事業については「費用便益比の算定手法が確立されていないのか」というご質問があった。あわせて、費用便益比の考え方についても説明すべきというご意見をいただいているので、まず、基本となる道路事業の費用便益比について都市整備部から説明をお願いしたい。
⇒［都市整備部］

・道路事業の便益には様々なものがあるが、費用便益比の算定にあたっては、定量的に把握できてお金に換算できる「自動車の走行時間の短縮」、「走行経費減少便益」、「交通事故減少便益」の３つを使用している。
・走行時間短縮便益は、バイパス整備等により自動車交通が円滑化し、走行時間が短縮されることにより発生する利益をお金に換算したもの。
・走行経費減少便益とは、道路整備により、自動車の走行が円滑化し、燃費が向上するなど、走行に係る経費（ガソリン代など）が節約されることにより、発生する便益をお金に換算したもの。走行に係る経費としては、ガソリン代のほか、エンジンオイル代、タイヤチューブ代、車両整備費、維持修繕費などを算定。
・交通事故減少便益は、道路整備により、周辺交通量が減少すること等により、交通事故による社会的損失がどの程度減少するかをお金に換算したもの。運転者・同乗者・歩行者等の人的損害額、車両・構造物等の物的損害額、事故渋滞による損失額が含まれたもの。平成20年11月の国土交通省のマニュアルに基づいて算定している。今回、対象としている路線は道路事業では10路線ある。それぞれの便益を一覧表にまとめたものが資料２の６ページ。このうち、安満前島線、余野茨木線（１工区）は、現道拡幅事業であり、費用便益比の算出方法が確立されていないのが現状。もし、仮に先ほどのマニュアルを適用したとしても、整備前後の走行時間短縮便益がほとんど発生しないことから、適正に便益を算出することが困難な事業となっている。前回の委員会で説明させていただいた、道路交通安全事業の大阪和泉泉南線についても同様の事情で便益を算出することが困難で、マニュアルも定められていないのが現状である。
· 　交通安全事業について、道路事業の交通事故減少便益を活用して算定することはできないのか。

⇒［都市整備部］

・技術的には算定できないことはないが、道路事業の費用便益比の算定における「便益」については、走行時間短縮便益が非常に大きなウエイトを占めている。その中で、交通事故減少便益のみを便益として費用便益比を算定すると、数値は極めて小さくなってしまい、事業実施の判断の参考となる数値にはならない。
○　それでは、どうやって事業実施の判断を行っているのか。
⇒［都市整備部］

定量的に判断しようとすれば、国において交通安全事業や現道拡幅事業に合わせたマニュアル策定等されるのを待たないといけない。
　⇒［事務局］

　　　委員のご質問は、現在、費用便益比を算定しない中で、事業実施についてはどう判断しているのかということかと思う。それは定性的な効果で判断しているということか。
　⇒［都市整備部］

　　　そのとおり。

◆［委員長］

　　　それでは、次に大阪外環状線連続立体交差事業について、前回、費用便益比の算出方法や、便益のうち走行経費便益及び交通事故減少便益がマイナスになっている要因について、ご質問をいただきましたので、その点について都市整備部から説明をお願いしたい。
⇒[都市整備部]

・連続立体交差事業の費用分析マニュアルの基本的な考え方について、資料2に沿って説明させていただく。
・便益は、移動時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事故減少便益の３つから成り立っている。一つ目の移動時間短縮便益は、踏切があるときと除却したときの総移動時間費用の差を算出している。一日当たりの交通量に移動時間と原単位（マニュアルに記載）を乗ずる式を使って算出している。
・走行経費減少便益は、総走行費用の差によって算出している。踏切があるときは、ルート選択は最短コースを通るものとして算出しているが、鉄道が高架化され、踏切がなくなることによって、別の広い道路で距離は元のルートより長いが走行時間が短いルートを選択するということが起こる。計算上は、交通量にリンクの延長（走行距離）と原単位（マニュアルに記載）を乗じている。

・三つ目の交通事故減少便益には、２種類ある。1つ目は「踏切事故減少便益」であり、過去5年間の事故歴（踏切事故）があれば、踏切を除却することでそれがなくなるという便益。もう一つの「交通事故減少便益」は、交通事故の社会損失の差であり、自動車間の事故等について整備前後の差で算出している。全体の「交通事故減少便益」は、この2つを足して算出している。1つ目の踏切事故減少便益については「平均事故発生件数（件／年）」に原単位（マニュアル記載）を乗じて算出している。2つ目の交通事故減少便益は、一日の交通量にリンクの延長（走行距離）を乗じ、さらに係数Aを乗じたものと、交通量（台/日）に交差点の箇所数を乗じ、それに係数Bを乗じたものを足して算出している。

・走行経費減少便益と交通事故減少便益がなぜマイナスの値になっているかということについてだが、まず３つの便益のうち、移動時間短縮便益は、踏切が除却されることにより走行速度が向上するため、452.5億円のプラス便益が発生しているのだが、走行経費減少便益については、踏切除却により走行速度が向上することによって、距離は長くても早く到達するルートに迂回する交通が発生し、走行経費が増大するためマイナス便益が発生している。交通事故減少便益については、本案件の事業箇所では、過去5年間で踏切事故がなかったため、「踏切事故減少便益」はゼロになってしまう。また、もう一つの交通事故減少便益は、スピードは速くなるが走行距離が長くなるルートに迂回する車両の増加や通過する交差点数が増加することにより、マイナス便益となってしまっている。
○　連続立体交差ということは、複数の踏切が同時に除却されるので、それ以外の要素が変わらなければリンクの延長が変わることがあるのか。
⇒[都市整備部]

　　　通常、一番短いルートということで、細い道であってもそこを選択していたのが、踏切除却により、より広い、走りやすい道路を選択するということが発生する。
　○　踏切があるときから、待ち時間はほとんど変わらない。それ以外の要素が変わらないならば最短ルートを使い続けるような気がするが。

⇒［都市整備部］

　　例えば細い道路で、踏切があることによって、車だけではなく人の交通も滞留している、そういう道を選択していたのが、踏切除却により、人の通行も細い道路でありながら出てくるということであれば、広い道路を選択する方が走行性が良くなるということもある。より走行しやすいルートを選択するケースが出てくるのだと思う。
○　シミュレーションにあたって、四段階推定法か何かを使っていると思うが、そんな要素を実際に入れているのか。

⇒［都市整備部］

　　同じ待ち時間であっても、幅員が広い道路の方が、踏切で遮断される交通量が多くなるので、踏切除却により、幅員が広い道路の方が狭い道路よりもスピードが速くなる。

○　事業の前後でルート選択の基準が変わっている。整備前は最短ルートで、整備後は走行時間でとルールを変えているが、それもマニュアルで決められているのか。
⇒[都市整備部]

　　　結果的に、走行時間短縮を選択したために、移動時間短縮便益の方にその便益が乗っかっているような状態になり、その反動で走行経費や交通事故減少便益はマイナスとなっている。トータルでは、大きな移動時間短縮便益が出ており、効果がある事業。
　○　言っていることはわかるが、ルールを変えることによって、時間短縮便益を稼いでいるようにも見える。

· 　ちょっと誤解があると思う。マニュアルに基づいて実施しているので、配分ルールそのものは事前も事後も同じものを使っているはず。どういう方法で配分を行ったのか、その結果、どういうルート変化が生じてこういう結果になったという説明すれば理解できるが、定性的に「こういうことが増えたのではないか」という説明をされるのでわかりにくい。まずは、具体的にどういう手法を使って算定したのか説明すべき。委員も全員が専門家ではないが、説明されればわかる人もいる。委員長おっしゃるように、これまでの説明が、「事前と事後で配分ルールを変えてやっている」というように聞こえる。実際にはそうではないと思うので、再度説明されたい。
⇒[都市整備部]

配分方法は変えていないが、道路のルート選定の選択肢が増えたことにより…。

　○　結果としてそういうことになったという説明をされているが、そうではなく、四段階推定法でも均衡配分でもいいが、マニュアルに記載されていると思うが、どの手法で算定したのか、ということを聞いている。

　⇒［都市整備部］

　　　予測手法は、道路事業と同じように、三段階推定法で予測している。
· 　今の議論は、経路選択はどういう手法を使って算定しているのかということ。今すぐ答えられなくてもいいが、定性的な説明だけをされても誤解される可能性もあるので、どういう手法を用いて算定したのかということをセットで説明されたい。きちんとやっていることは間違いないと思うので、次回でもいいので補足説明してほしい。
　⇒［都市整備部］

　　　次回、具体的に説明させていただく。

◆［委員長］

　　　それでは、次に、連続立体交差事業の都市整備基盤整備中期計画（案）上の位置づけについて説明されたい。
⇒[都市整備部]

· 大阪府都市整備中期計画（案）に示すアクションプログラムでは、「都市の成長を支えるインフラの強化」として、慢性的な交通渋滞の解消を図ることとしており、具体的な事業として、連続立体交差事業を位置付けている。

・現在、実施しているのは5箇所。その他に1箇所、阪急京都線について、周辺のまちづくりなどにより効果発現が期待できる箇所として、地元市、鉄道事業者との協議熟度に応じ、新たに事業着手を行う予定。
◆［委員長］

　　　特にご質問がなければ、次に大阪和泉泉南線について、前回、代替案の可能性及び今後の事業の進め方についてご質問をいただいているので、その点について都市整備部から説明をお願いしたい。

⇒[都市整備部]

・交通安全事業の代表的事業としては、歩道整備と交差点改良事業がある。これらの事業については、大阪府都市整備中期計画（案）において、個別の箇所ごとに位置づけをしているわけではなく、基本的な整備方針・進め方を決めており、現在着手している箇所を優先的に整備することとしている。
・新規の事業着手にあたっては、交通事故や渋滞の発生状況等を総合的に勘案し、事業の必要性や優先度を検討して決定する。
・本事業については、右折レーンがないので、交通渋滞解消のため設置するというもの。
・資料２の13ページに過去5年間に事業箇所付近で発生した主な事故を掲載。5年間で25件の事故のうち、右折事故、追突事故を抽出している。
・「西側拡幅の用地買収がうまくいかないなら、東側に拡幅してはどうか」という前回いただいたご意見についてだが、東側についても店舗の駐車場があり、用地買収が困難なのは同様。

・また、用地買収を行わないで複合レーンを設置することでの対応も検討したが、警察と協議した結果、却って事故リスクが高まるのではないかということで採用できなかった。
・結果として代替案はなく、当面の間は、引き続き、用地買収を行うため地権者と粘り強く交渉していきたいが、一定の期間が経過しても状況が変わらないならば、その時点で方針の転換についても検討したい。

◆［委員長］

特にご意見・ご質問なければ、次に、道路事業の概要説明に入る前に、道路事業の都市整備中期計画における位置づけについて、説明いただきたい。

⇒[都市整備部]

・「大阪府都市整備中期計画（案）」について説明させていただく前に、平成20年度に策定された「財政再建プログラム（案）」について説明させていただきたい。
・府の財政状況悪化により、建設事業費全体で原則2割削減という大きな方針のもと、道路事業についても、「骨太」、「府民密着」という２つの視点で事業を推進することとし、その内容や進捗状況等を踏まえて、「最優先で整備」、「ペースダウン」、「一時休止」といった判断を行った。
・「大阪府都市整備中期計画（案）」では、「財政再建プログラム（案）」に基づき一時休止した路線について、①整備必要性の増大、②事業費の縮減の両条件を満たし、早期効果発現が可能なものについては再開することとした。
・この方針に基づいて、今回、評価対象となる事業についても対応方針（原案）を決定した。
○　「中止」か「継続」かいずれかに対応方針原案としていたと思うが、「休止」については昨年度も議論があったと思うが、その考え方について確認したい。
⇒[事務局]

　　原則として「中止」又は「事業継続」としている。昨年度の委員会でも同様の事業があったと思うが、財政再建プログラム（案）で「一時休止」とした道路事業については、「無期限休止」ということではなく、24年３月に策定した中期計画（案）において再度方針を決定するということで、対応方針原案を「休止」とした。今回も、同じ考え方で、中期計画（案）において「休止」とした事業については、25年度中に再度判断を行う予定としていることから、対応方針原案についても「休止」とさせていただきたい。その他の事業についても同じ考え方としたい。事業がなかなかうまく進まないので、「とりあえず休止」といったことではなく、次回見直す期限が定まっているものについては、その時点で改めて判断するということで「休止」としたい。
○　今回、審議対象としている交通安全事業のようなケースでは、事実上休止状態になっても「事業継続」という扱いになるのではないか。そういうケースとの整合性はどうなっているのか。

⇒[事務局]

　　　先ほどの交通安全事業のケースでは、当面は、引き続き用地買収の交渉を行っていくので、対応方針原案としては「事業継続」としている。一定期間が経過しても状況が好転しない場合にどういう判断をするかということになるが、その時点で判断することになる。
　○　それは５年後になるのではないか。

　⇒［事務局］

　　　5年後まで見直さない場合はそうなるが、仮にそれまでの間に対応方針を見直すならば、その時点で再度評価していただくことになる。

◆［委員長］

　　　それでは、道路事業の概要説明に移りたい。まず、春木岸和田線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑥の道路事業「春木岸和田線」の事業概要を説明。
・事業採択後10年間継続中で再評価対象となるもの。事業採択年度は平成13年度なので、本来ならば一昨年に評価すべき事業であったが、漏れていたため、今回、評価をお願いするもの。
・昨年度も過去に評価すべきであった案件を評価していただき、対象事業の抽出方法についてご意見をいただいた。そのため、今後は次年度の評価対象案件について、可能性のある事業一覧を事務局から事業実施部局に提示して点検する方法に変更したが、特に、今年度の対象案件抽出にあたっては、24年度対象となる可能性のある事業だけではなく、他にも過去に漏れていた事業がないか洗い出す必要があることから、これまで本委員会の前身の委員会又は事業実施部局で事前評価を実施した事業の一覧表で総ざらいした結果、やはりいくつか漏れていたケースが発見された。このような事情から、今年度はいくつか過去に評価すべきであった案件を評価していただくことになる。よろしくお願したい。
・本事業は、現道の春木岸和田線のバイパス道路を整備するもの。完成予定年度は平成25年度。

・現道は歩道がなく、大型車両のすれ違いが困難。バイパス整備により交通負荷を軽減し、生活環境を守ることができる。整備目的の二つ目としては、岸和田市街地から蜻蛉池公園や市の土地区画整理事業区域へのアクセス機能の確保がある。
・用地の進捗率は98％、工事は56％と順調に進捗している。
・事業の必要性については変化はなく、今後、特に遅延要因もなく、平成25年度に完成予定であり、対応方針原案は「事業継続」としている。
◆［委員長］

　　　特にご意見・ご質問がなければ、次に、岸和田港塔原線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑦の道路事業「岸和田港塔原線」の事業概要を説明。
・事業採択後10年経過で再評価対象となるもの。本来ならば昨年度評価を実施すべき案件であったが、先ほどの「春木岸和田線」同様、今回の総点検で漏れが発見されたものであり、今年度評価をお願いしたい。
・JR東岸和田駅周辺の交通混雑解消を図るため、JR阪和線の高架方式による単独立体交差化を行う。
・現状は踏切の遮断時間がピーク時で1時間あたり49分37秒と非常に長くなっている。

・延長が２．１㎞、踏切除却が7箇所。
・完成予定年度は平成20年代後半としているが、これはJRや岸和田市と現在調整中であるため。
・事業の必要性に変化もなく、遅延要因も特にないことから、対応方針原案は「事業継続」としている。
○　用地買収が遅くなったので工事が遅延していたが、100％買収できて、円滑に事業を進められるようになったのに、完成予定時期について明確に記載できない理由はあるのか。
⇒[都市整備部]

　　用地取得は完了し、工事発注の目途はついたが、実際の工事はJR西日本に委託して実施する。JRとの協議の中で、スケジュールの不確定要素の一つとして文化財調査があること、また、発注先の業者によってどのくらいの工期短縮が図れるかまだわからないということで、そのあたりがはっきりしてくれば、完成予定時期も確定できる。
○　事情はわかったが、おおむね５年くらいをイメージしているのか。
⇒[都市整備部]

　　　28年から29年くらいを想定している。
　○　先ほどの「連続立体交差事業」と事業の類型が違うのはなぜか。

　⇒［都市整備部］

　　　国の事業種別において、「連続立体交差事業」は鉄道を高架化することが目的の場合で、本路線の場合、本来、道路を高架化するという選択もあり得るのだが、その手法を採ると周辺のまちづくりや近隣幹線道路との接続がうまくいかないということもあり、道路側の高架化等の費用相当分をもって鉄道の方を上げていくということで種別は異なっている。
　○　B/Cの便益の内訳を知りたい。

　⇒［都市整備部］

　　　次回お示ししたい。

◆［委員長］

　　　次に、本堂高井田線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑧の道路事業「本堂高井田線」の事業概要を説明。
・事業採択後5年間未着工のため再評価対象となるもの。
・現道が非常に狭く、歩道も無いことから、現道の狭隘部分や線形の不良個所を解消するため、バイパス道路を整備する事業。
・事業未着手であり、早期の効果発現が期待できないことから、大阪府都市整備中期計画（案）の位置づけにおいても「休止」としており、対応方針原案も「休止」としている。
・25年度中には再度事業実施について判断を行う予定。
· 　「財政再建プログラム（案）」の中で休止方針が出されたので、全く何もしていなかったのか、それとも地元に入っていろいろしていたが、その後、「財政再建プログラム（案）」が出されたので未着工となったのか。
⇒[都市整備部]

　　事業費の投入は全くしていないが、地元に入って土地の状況調査等は実施していた。山林で地籍混乱が生じており、その整理をしないと事業は進まない状況。地域からの実施要望はあり、B/Cは低いが防災の観点からは必要性がある事業ではある。地元市と協議した上で、次回判断したい。
○　交通安全事業の「大阪和泉泉南線」の右折レーンと事業が進捗していないという点では似ているケースに思うが、片方は実施して片方は実施しないという判断の違いはなぜ出てくるのか。また、なぜ本事業ではB/Cを算出しているのに、交通安全事業ではB/Cを出さないのはなぜか。
⇒[都市整備部]

　　　この事業自体、B/Cを出すことが適当なのかと思う。府県間道路だが交通量は非常に少なく、バイパスを整備しても交通量が増える見込みはあまりない。地域の防災性の向上という側面が非常に強い道路。B/Cは一つの指標であり、経済性の視点で見るわけだが、それでは測れない事業だと思う。交通安全事業と道路事業の性格の違いだが、交通安全事業はその時々の事故状況や先日の亀岡の通学路の事故など、そういう社会事象が起こったときに素早い対応が求められるのが交通安全事業。道路事業は一定の区間を用地買収しながら進めていくものが大半である。
また、財政再建プログラム（案）のもとで休止決定されたものについて、今後、状況の変化を見極めながら判断する。交通安全事業は、その時々の必要性の高いところに柔軟にシフトするということでご理解いただきたい。

　○　今の説明はよくわかるが、本事業の「防災性」は何を意味するのか。「交通安全」という意味にも取れる。防災性について具体的に説明していただきたい。
⇒［都市整備部］

　　　集落の中を現道が走っており、道路ぎわに古い民家が建っていることから、地震等があると倒壊家屋により道路が寸断される可能性がある。地域住民にとっては、この道路しか市街地に出られる道路がないため、災害時に強い道路にしていく必要がある。集落の中を通るよりも集落をはずれたところを通る方がよいということから、バイパスを整備するというもの。

　○　この事業効果を受けられるのは、地域住民か、それとも通過する人か。

⇒［都市整備部］

　　通過する交通量は非常に少ない。直接的に効果を受けられるのは地域住民である。

　○　地域住民にとっての防災的な効果があるということか。これはなかなか経済的な効果としては評価しにくいか。

　○　できないことはないが、なかなか便益は出にくい。今回は休止だからいいが、事業実施する　場合は、防災面での効果について、もう少し根拠の説明がほしい。
⇒［都市整備部］

　　地元市との協議を踏まえ次回再判断する際には、ソフト面で防災対策をどうするのかといったことも含めて検討したい。

　○　走行時間短縮が重要な事業実施判断要素のようだが、最近、自転車による観光も増えていると思うが、サイクリングなど楽しむための道をつくってもいいという評価があってもよいのではないか。ここはそういう使い方ができるのではないか。
⇒［都市整備部］

　　　周辺の実態を踏まえ、観光的な視点も含めて検討したい。

◆［委員長］

　　　次に、安満前島線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑨の道路事業「安満前島線」の事業概要を説明。
・事業採択後5年間未着工で再評価対象となるもの。

・十三高槻線と交差する区間。車道の拡幅と片側歩道を整備する。

・この道路は、現在整備を進めている新名神高速道路の関連道路である十三高槻線の工事用進入路として位置付けている。
・完成予定年度は「財政再建プログラム（案）」に基づき休止していたことから、当初から４年遅れの30年度となっている。
・現道拡幅事業のためB/Cは算出していない。
・休止していたので進捗率は用地費・工事費ともに０％。

・「大阪府都市整備中期計画（案）」で再開することとし、区間を縮小するなどコスト縮減を図り、対応方針原案は「事業継続」としている。
○　当初の目的を変更したのか。もともとの目的は何だったのか。工事用進入路の確保というだけなら、十三高槻線の事業の中に含めてよいように思う。
⇒[都市整備部]

　　幹線道路の十三高槻線とこの道路が平面交差するもの。現状の路線に幅員がないため、信号待ちで滞留は発生している。また、十三高槻線の工事のためにも本路線が必要である。地元から、車の離合が難しい幅員の状況なので、車が通りやすく整備してほしいという要望がある。右側の今回実施を見送る部分は、車の相互が離合できる部分であることから、必要性の面で優先度の高い部分を今回事業再開したいということ。幹線道路ができることで、将来的に交通量が増えることも予想されるので、整備が必要。また、十三高槻線は遅くとも27年に着工が必要であり、この道路については完了予定は30年度だが、27年には工事用進入路として暫定的に効果を発現させたい。
　○　評価調書上、当初の目的が書かれていないので、それは書いていただきたい。

　　また、道路改良事業についてはB/Cを出さないのか。

　⇒［都市整備部］

　　　その点も含めて調書の記載方法については再検討・修正させていただきたい。

　○　どこに記載するということか。

　○　評価調書自体の「目的」のところを修正してほしい。

　⇒［都市整備部］

　　「目的」のところの修正ではなく、現状についてより詳細に記載させていただきたい。

　⇒［事務局］

　　「目的」は変わっていないということか。

　⇒［都市整備部］

　　「目的」は現在記載している内容から変わっていない。今回、休止から再開するにあたっての事情等についてより詳細に記載させていただきたい。

　○　了解。

　○　本路線は非常に短いが、この先はどこから進入してくるのか。

⇒［都市整備部］

　　　東海道新幹線の側道があり、そこから進入できる。

　○　了解。

◆［委員長］

　　次に、大阪和泉泉南線について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から⑩の道路事業「大阪和泉泉南線（都市計画道路大阪岸和田南海線）」の事業概要を説明。
　・再評価後5年経過で再々評価対象となるもの。
・国道170号から国道２６号までの南北方向の交通を分散するため、現道のバイパスおよび拡幅整備を行う。
・片側歩道に計画を見直ししたことにより、2年前倒しし、完成予定年度は25年度としている。
　・関西国際空港へのアクセス機能の確保と歩行者等の安全性の確保を目的としている。
　・「財政再建プログラム（案）」に基づき休止していたが、今回、「大阪府都市整備中期計画（案）」の方針により、事業再開することとした。

・22年末のバイパス区間の供用後、交通量が増加したことに伴い早期整備の必要性は高まっているため、片側歩道整備とすることでコスト縮減を図り、対応方針原案は「事業継続」としている。
○　「大阪府都市整備中期計画（案）」の考え方の中では「早期効果発現が可能なもので、地元合意が得られる」という条件も示されているが、この事業については既に地元の同意が得られているのか。
⇒[都市整備部]

　　本事業については、熊取町が間に入って、地元の合意形成を図っていただいているという経緯もあり、事業再開後は円滑に進むものと考えている。
○　断面図も示されているが、車道幅員等道路の計画が変更されている。2.75ｍと狭くなっている。他の区間との整合性は。
⇒[都市整備部]

　　　バイパス区間は４車線で、拡幅区間の手前で２車線に絞り込んでいるのが現状。バイパス供用後に死亡事故が発生したこともあり、早く歩行者の安全を確保する必要があることから、既に用地買収できている範囲で早期に歩道をつくろうということで事業の見直しを行った。2.75ｍは最低限の幅員。
　○　将来的に４車線にすることはあるのか。

⇒［都市整備部］

　　　国道170号に最終的に接続することで道路ネットワーク効果がでるので、そちらを先に整備したい。その後の交通状況を見て最終の形を判断したい。

　○　歩道を片側だけにするということだが、安全性の面でどうか。

　⇒［都市整備部］

　　　現在は全く歩道がない状態。片側でも歩道ができることで効果はある。早期に効果を発現させたいということでこの手法を採っている。

　○　手続きについて、これで事業継続して、２車線で完成した時点でこの計画自体は一応クローズになり、また４車線にする場合は新たな事業として実施するのか。

⇒［都市整備部］

　　　事業としては、一旦クローズすることになる。この路線に追加で投資するのか、あるいは次の区間に先に投資するのか判断することになるが、先に伸ばすことを優先させたいと考えている。

◆［委員長］

本日の個別事業の審議は、ここまでにしたいと思う。

（２）その他

◆［委員長］

本日の質問に対しては、次回以降、説明をお願いすることとし、その内容について、事務局から確認してほしい。

◆事務局から、次回以降の追加説明や資料提出を求められた事項について確認。

　・大阪外環状線の費用便益比の具体的な算出方法
　・岸和田港塔原線の費用便益比の便益の内訳
　・安満前島線の評価調書の対応方針の記載内容と費用便益比

○　最終的な意思決定は意見具申案の議論の際にするとは思うが、事業1件ずつでなくてもよいが、1回の委員会が終わった段階で、審議した事業の対応方針原案への意見の有無について確認されたらどうか。

◆［委員長］
　今後、そういう方向で実施させていただく。
本日はこれで終了する。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
以上
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